平成23年度第4回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会　議事概要（案）

１．日　時：平成24年1月26日（木）10:00～12:00

２．場　所：大阪府公館

３．出席者：松村委員長、阿部委員、小杉委員、千木良委員、矢守委員、計5名（深町委員は欠席）

　　　　　　箕面市、高槻市、交野市、八尾市、河内長野市、和泉市、泉南市、計7市

４．概　要：〔以下、○委員　□市町村　●事務局〕
（１）土石流対策（ハード対策）の実施について

〇「災害発生の危険度」で、“新しい亀裂か滑落崖がある”が5点から3点に変更している。

流域がかなり広く、その中のどこかに亀裂があれば、評点が5点になるのは高いと以前言った。ただ、流域に沢山あれば、評点は高いと思う。

　　　○この辺は、事務局でどういう表現になるか、検討をお願いしたい。

○ハード対策はソフト対策の意識が高い箇所を優先すべきであるが、この精神として、自治体
と地域住民との「協働」を促進する観点を加える。
自治体のバックアップは必要。「何もしない、切り捨てる」と取られると、誤解を招く。

地元要件ワンランクアップの運用時に、市町村や地元の間で、見解の相違などが出てき得るものだと思う。その場合は、どのような基準を考えているのかについてお聞きしたい。
ハード対策を行っても、あるいはハザードマップを作成したとしても、それを裏切る（想定外）ような事態があるということをリスクコミュニケーションしていくことが今後必要である。

土砂流出のエリアを想定していたが、実際の災害とは違う事例を含め、住民や市町村に情報提供をしていく必要がある。そういう事例があるなら盛り込んでもらいたい。

○地元要件で、協力しないと何もしないとなると、災害が起こった場合、行政の責任はどうなるのか問われる。粛々と危ないところをやっていくというほうが良いのではないか。

○行政が危ないと示したところは、行政が対策を進めてくれると、住民の側から見て依存的な体質を作るような施策は望ましくない。

地元の取組を、「全然評価してもらえない」と言う自治体が出てきた場合、具体的にどういうことをお考えかお聞きしたい。

●重要なポイントなので詳細に記載する。

ワンランク上げるという判断をするには、ソフト対策での議論の内容を反映させる。

土砂法を指定し、市町村と一緒に避難体制を作る。そして、地域版ハザードマップを作成し、
住民参加訓練をしていくという一連の流れを作った上で提示する。

○中間報告や最終報告には、この辺りを揉んでいきたい。

ハザードマップの想定を超える現象があり、何を頼りにして逃げるかという是非がある。

被害実績がなく、危ないというだけで危険エリアを増やすと、住民や市との信頼関係が失われる可能性があり、この辺りを議論する必要がある。

○ハザードマップやハード対策が、一連のソフト対策の終点になってしまうのは良くない。
住民の避難への意識が低下するような、対策なり提示の仕方はよくない。

ハード対策は、100％ではない。また、ハザードマップが100％次に起こる事象を言い当てる訳では無い。これらのことをこれまで以上に、十分伝えられるような提示の仕方を試みるしか、今のところは対策が無い。

○ハザードマップは、地元の事を熟知している住民と共同で作れば、住民も納得する。

○影響度評価は、特別警戒区域内等に災害要援護者施設があるか、保全人家が何戸あるかが大きく評価を左右している。

土砂法に基づく評価によりハード対策を重点化する方針でありながら、区域指定が行政側の事情で遅れるために、ハード対策が進めることが出来ないということがないようにする配慮が、非常に重要になる。

土砂法が想定する特別警戒区域の、「なるべく人がいて欲しくない」という発想と、「人がいるからハード対策を行う」という、その双方の考え方がうまくいくのかが凄く気になる。

●ハードをする為には,土砂法を指定しないと評価できない。
区域指定は、本来は3年5年のオーダーでやっていくべき事。予算・体制の課題は、内部の話なので、検討したい。

崖下の特別警戒区域に居住する方の命をどの様に守っていくかの議論をしていきたい。

移転の制度を整備するのか、今は崖を守る対策をしているが、命を守る施設だけを行うのか。ハード対策・ソフト対策が土砂災害対策の両輪になるよう、今の法制度の中で議論して、一定の方向付けをしたい。

○警戒区域内に避難所を作っておいて、それがあると高い点数をつけてハード対策で守ろうとしている。しかし、後でハード対策は１００％安全ではないから、ソフト対策で「逃げなさい」というのは、住民も戸惑う。

ソフト対策を中心にしていくのを前面に押し出す場合に、避難所の評価をリストの中に入れて、この点の付け方でいいのか、避難所に関しては、警戒区域に作らず、地元の人を説得して外に作ろうと協力を求めるのが、本来の形だと思う。

●避難所や避難路をどういう位置付けで評価するか、提示しなくてはいけない。

一時避難所を警戒区域内に作らざるを得ない箇所の評価をどうするのか意見をお聞きしたい。

○避難所というのは土砂災害の為のものだけではない。

新たに避難所を作るわけにはいかないので、今ある避難所を守ろうとする方向は良いのではないか。
●地域の実状に応じた評価ができるように検討する。

○森林を伐採すると表層崩壊が発生しやすい。これまで砂防施設を入れる箇所との連携は、考えられたことがないのではないか。
●伐採をすると、土壌流出の発生頻度は高くなると認識している。

現在は林業そのものが成り立たなく、大規模な伐採は、減っている。

国も一斉に伐採を行わない森林の広域的機能を著しく変えない施策を行っている。　　　　　急激に土砂の流出が発生するような事例というのは、今後無いのではと考えている。

○風化の定義は色々あるが、“マサ”というのは、手でボロボロに崩せるくらいまで風化して
いるが、岩の組織が残っているようなものである。
日本の花崗岩は、かなり風化しているが、“マサ”は「どこにでもあるか」というとそうではなくて、生駒山系で言えば、標高の高い方のなだらかな所に出ていて、谷底にはあまりない。

ハンマーで叩いて崩れるくらいのものならあまり問題にならない。
○評価するには、ある程度は定義をしなくてはいけない。事務局には取りまとめをお願いしたい。
（２）急傾斜地崩壊対策事業のあり方について
○民有地に施設が設置されるというのは、大きな話である。必要がなくなるまでずっと大阪府は
管理するということが、問題点である。
今後の施設の維持管理について、費用負担の観点も含めて議論する必要がある。

老朽化するのは、施工上の問題がなかったのか。

再緊張が必要になるアンカー工法を恒久的施設に使っても良いのか、意見いただきたい。

建築確認の事例が、国交省の委員会で紹介されているが、建物補強で住居が守れるならば、今まで何億とかけてきたものに比べて簡単に出来る。もっと安いもので対策を行えば良いのではないか。

●建物補強の事例は、基準はどうあれ命を守る施設として、住人自ら設置する方法論が出てきて
いる。
○建築確認の条件として、建物補強をしなければならない制度になっているのか。

●特別警戒区域においては、一定の基準に基づいて建築確認を行う。

○公的な資金が入っている訳ではなく、建物所有者が自己負担で補強をするということか。

○今まで通りでは、地元は「府や公的機関がやってくれ」という話で終わる。
作るのは良いが管理が出来なくなってくる。管理が出来なくなると対応できない時期がくる。

管理が出来ないのに作るというのは、あまりにも無責任である。

●管理出来ないではなく、非常に予算がかかる。安全を確保していけるかが課題。
○対策施設が増えると、維持管理だけになってしまう時がくる可能性がある。　　　

「家屋」を守るから「命」を守るという方向なので、ソフトで行くというのは、方針として一
致している意見である。
○対策施設を設置しても100％安全ではない。ハードでやるべきかソフトでやるべきかという考え方が明確でないと、対策方法や補助内容などがまとまらない。

●土砂法の考え方では、特別警戒区域指定後に新たに建てようとする人は、個人の負担になる。

土砂法の規制によりこれ以上、新たに箇所が増えないようにしたい。ただ、これまで行政はソフト対策と両輪と言いながら、ハード対策のことしか考えていなかったのが実態だと思う。

ハード対策を止めた場合に、代替として「人を守る制度」や「仕組み」というのが無いと、行政としてはいけないと思う。
既存で、特別警戒区域等に居住の方々には、行政として代替する物を作らなくてはいけない。

○老朽化施設の修繕対策として、事業費約3億円で修繕しているが、施設撤去して安い費用で、家の裏を補強するというのは、認められるのか。

●事業費的には、1件当たり100万円くらいあれば、壁式の擁壁は出来ると思う。　　　　　　
数軒規模の危険な場所に住んでいる方々には、行政のケアする制度がないので、家の裏を補強するのも一つの方向性としてはある。

○建築確認事例の壁は、個人が作ると許されるならば，大阪府が施工する場合、崖対策でこういう壁を作れるのか。壁式の施設なら1オーダー少ない対策費用で設置できる。
●今まで崖崩れ対策は、完全に「防ぐ」と言う意識が強い中で取り組んできた。

「命を守れるのは、どの程度の構造物になるのか」と言う議論が、一定の制度が出来れば、方法論としてはある。

行政が作る場合に同じ物になるのかは、国交省とまだまったく議論に入っていないので、本
日の委員会のご意向を頂きながらと考えている。

○支援制度は、国・市町村共に議論すべきことである。

○程度の高い施策からプライオリティーを下げて、そうでない施策の優先度を上げていく形で、
アクセルとブレーキをはっきりさせていくべきである。

住宅補強費用補助制度などは、一番両方踏んでいるようなもの。
危ないと思われる地域には、住まない。新規建築には、建築制限をかける。既存の物については、移転を促すと言うことを、最優先にするならば、「住宅補強費用補助制度」は、矛盾の大きな施策になる。

色々な支援制度や施策を横並びで比較して、一番府として、或いは市町村と協力して進めるべき施策かを整理する必要がある。
○補助と言っても、利用するには、個人負担がかなり出てくる。

○崖の対策を行わず、個人の建物補強に補助し、「後は全部個人の管理です」とするのであれば、
それ程アクセルとブレーキが一緒ではない。

○建物補強制度で居住しても良いし、出来たら移転してくれという制度が2つある。

○新規建築は、制度を利用しての建築は完全にNGだと思う。既存の建物も、完全な個人負担で
はないので、対策費用の総額を下げる効果はある。
但し、危ないと元々分かっている地域に人が住み続けることを、サポートしている点では変わ
らない。

個人宅に建物補強をすれば、尚更納税者の不公平感が積もる要素もある。
○個人宅に作っても、50年くらいすれば脆くなってくる。その時はもう補助がないのだから永

年的な補助ではなく、過渡的な補助と言うことである。

○50～60年すれば、家も脆くなるので、移転ということになるのではないか。

一貫した形で法律を作っているかは疑問であり、今ある法律を上手に使うしかない。

●今やっているハード事業は、施設がある限り我々が維持管理を行うというのが実態。
○建物補強制度を活用する選択は、行政がやるのではなく、住人がやるのが良い。　　　　　　

行政は、色々な制度の情報提供を行い、判断は住人に任せる。

□国の補助対象以下の部分を市で何とか出来ないか考えたが、対策をするところが民地である。

府は法の定めがあって事業出来るが、市町村では定めがない中難しい。

□家を改築する時に市民に負担を求めるのは、制度としてあっても現実として難しい。
　　府の負担という部分を市民に求めるのではなく、市が出来る部分があるのではないか。
○危険箇所の住居の場合、安く手に入っている。それを公的機関がきちんと安全なものにするというのは矛盾している。住人に「費用負担」か「逃げる」かのどちらか選択させる。

□危険な土地を取得した過程は、それぞれ違う。今まで安全だと思っていた住居が警戒区域等に

指定され、急に危険という場合もある。

●10戸無いところは何も施策していないが、危険な地域の住人はいる。
建物補強補助等の支援制度があれば、受益者の意思の中で選択できる。
新築の場合は別の議論としてある。

○政策はソフト対策で逃げる。命を守るためにはハードではなく、ソフトを重点化する。

補強への支援に関しては、逆に震災後の保険の制度がある。

○家を守るために保険があるので、家そのものは守る必要がないのではないか。

命だけを守ればいいとなると、「ハード対策を行わない」と言えばいい。

●土砂法の主旨から、唯一問題なのは、家が無いのに補強することにより建てることが出来たと
いうことである。

○建築確認は、「この構造なら、建てて良いし、住んで良い」というメッセージを行政が与えた
ことになる。
災害が起きて崖が崩れたら、どうなるのか。行政の側にも、建築確認を下ろした責任がある。
●一定の基準は設けている。崖が崩れた時の外力を基準にして決めている。
土砂災害警戒区域の為、災害等の事象が起こっている時は、避難や逃げる準備をする。

○建築確認で大丈夫というのは危険。
逃げてもらい、家が潰れれば保険で保障する。行政は、他の施策を行う。
○移転補助と建物補強補助の２つが提示されたが、両方設けるのはやはりアクセルもブレーキも

一緒に踏んでいる感じがする。
行政が勧める選択は何かということを、伝えていく必要がある。
「お勧めは移転で、補強じゃない」ということであれば、メッセージを与える為に、移転に対する補助を手厚くして、補強に対する補助は、設けたとしてもあまり手厚いものにしない。
「補強に対しては補助しない」のが一番良い。
○急傾斜地法が「どうして出来たのかという」原点に立ち返る。

住民が何もしないで恩恵だけ受けるという状態ではなかったはず。
市町村がどの様に役割分担していくかも、今後の委員会で議論して頂きたい。
平成24年2月23日（木）


第5回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会
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